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JFAEL組織一般財団法人 会計教育研修機構 (JFAEL) 情報
（JFAELの沿革）

　当財団は、日本公認会計士協会が中心となり、経済界、学界、関係各界の協力を得て、平成21
年7月に設立された会計に係る教育財団です。
　当財団では、①公認会計士試験合格者に対する実務補習機関として「実務補習」（公認会計士
資格取得前の研修）の実施、②公認会計士のための日本公認会計士協会と合同での「継続的専門
研修」（公認会計士資格維持の研修）の実施、③企業等の会計実務家や職業的専門家を対象とし
た「会計実務家研修」（企業実務修得）を3つの柱として事業運営を行っています。
　また、IFRSの任意適用企業が増加しつつある中、平成25年11月に当財団内にIFRS教育・研修委
員会を設置し、関係諸団体の協力を得て、今後の我が国におけるIFRS教育・研修のあり方を検討
して関係者に働きかけを行うとともに、当財団としての取組みを推進しています。
　当財団では、関係者の協力のもと、オール・ジャパンとしての会計教育財団を目指し、会計実
務に携わる者や、広く会計に関心を有する者のニーズを的確に把握して教育研修の機会を提供す
ることにより、我が国の会計人材の育成、会計リテラシーの向上に貢献していきたいと考えてい
ます。

（事業）
実務補習 会計実務家研修 継続的専門研修（CPE）

開催目的 公認会計士試験合格者の資質向上 会計、監査、税、経営管理の知識向上 公認会計士としての資質の維持向上
開催回数 年間約500回 年間約200回 年間約100回
開催場所 東京(含む8支所)、東海 東京、名古屋、大阪、福岡 全国の約30カ所の会場

近畿、九州  札幌、仙台など

【対象者】

広く会計、監査及び税務に関心を有する者

➡
【目的】

会計や監査の判断を的確に行える人材の育成など、
我が国の会計人材の育成、会計リテラシーの向上に貢献

➡ ➡ ➡
【法定研修】 【一般研修】 【法定研修】

 実務補習
（公認会計士資格

取得前の研修 ） ⇔ 会計実務家研修
  ( 企業実務修得 ) ⇔

継続的専門研修
（公認会計士資格

維持の研修 ）
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 　酒井　弘行有限責任 あずさ監査法人　理事長

わが国の新しい収益認識の会計基準の公表
が間近である。ここ20年ほどの間にわが国で
は数多くの会計基準が開発・公表されてきた
にもかかわらず、会計の根幹となる収益、いい
かえれば売上に関する包括的な会計基準が、
これまでに開発されることはなかった。

いまになってなぜ、新たな収益認識の会計
基準が必要になるかということを考えると、
社会インフラとしての会計基準の重要性に改
めて気づかされる。本稿では、事業環境・ビジ
ネスといった社会の変化と、会計基準の関係
について感じることを記すとともに、あわせ
て会計監査の意義についても考えることとし
たい。なお、文中の意見にわたる部分は筆者の
個人的な見解であることを、あらかじめお断
り申し上げる。

新たな収益認識の会計基準

現在、わが国の新たな収益認識基準は公開
草案の段階にあるが、本年度中を目途に最終
基準化されることが見込まれている。公開草
案の特徴として、国際財務報告基準（IFRS）に
おける収益認識の処理を定めた、IFRS第15号
の規定とほとんど同じ内容とされているとい
う点が挙げられる。IFRS第15号は、それまで
の古い収益認識基準に置きかわるものとし
て、2014年に公表されたものである。

公開草案の中でも示されているように、新
たな収益認識基準を開発する大きな目的は、
IFRSを適用する国内外の企業と日本基準適用
企業との間の比較可能性を担保することにあ
るが、それだけではない。周知のように、わが
国では連結財務諸表にIFRSを適用することを
選択する企業が増えつつあるが、それらの企
業も、個別財務諸表にはわが国の会計基準を

適用することが求められる。そのため、取引の
量が極めて膨大となる収益取引について連結
と個別とで処理が異なるならば、企業の処理
が煩雑になることも考えられるため、新たな
収益認識基準はIFRS第15号を基礎として開
発するという基本的な方針がとられている。

ところで、公開草案やIFRS第15号で示され
た収益認識の会計処理は、現在のわが国の収
益認識の実務と較べるとかなり複雑といえる。
実際、公開草案に寄せられたコメントからも、
基準適用の実施コストや基準の複雑性から生
じる監査コストなどへの懸念があることが読
み取れる。取引の複雑さは企業ごとに異なるた
め一概にはいえないが、監査に係る工数が相
当程度増える企業があるかもしれない。

それにも関わらず、先に述べた目的・理由だ
けで、複雑でコストもかかる新たな収益認識
基準を、あらためていま出す必要性はどこに
あるのだろうか。

経済の発展・複雑化と会計基準の変革

こうした疑問に対する答えの手がかりとし
て、これまでに開発・公表されてきたわが国の
会計基準を挙げることができるだろう。2000
年ごろにわが国の会計基準は大きく変わり、
従来の会計処理とは大きく異なる連結、金融
商品、固定資産の減損などに関する会計基準
が次々と出された。これらの会計基準の開発
の背景には、経済の発展・複雑化とそれに伴う
企業を取り巻く不確実性・リスクの増大が
あったように思われる。

いわゆるバブル期よりも少し前に、企業活
動はいっそう複雑化し、グローバルな展開や
複雑な金融商品の利用が増えた。また、バブル
後は経済悪化によって企業が保有する金融商

品や不動産の価値が大きく下落するなどし
た。こうした事業環境の変化の中で、経営者は
企業が置かれた環境の複雑性や企業の直面す
るリスクに対処するためにさまざまな対応を
行うわけであるが、従来の会計処理ではそれ
らを企業の財務数値に反映させることができ
ず、投資家は会計処理の変更を強く求めるこ
ととなった。

つまり、経済の発展・複雑化が進むにつれ
て、資本市場を支える重要なインフラの1つで
ある会計基準に対し、変化を求める社会的要
請が高まったわけである。それでは、今回の収
益認識の会計基準についてはどうだろうか。

収益認識の会計基準を取り巻く環境の変化

この点、収益認識会計基準の対象となる企
業のビジネスに、変化が生じてきていると考
えられるのではなかろうか。特にここ10年ほ
どを振り返ってみると、その間の企業のビジ
ネスの変化には目を見張るものがある。

情報、インフラ、テクノロジーなどの急激な
環境変化に伴ってマーケットは大きく変わ
り、取引の対象や企業の商流などが次々と変
化してきている。特に目立つのが、IT技術等の
発展にあわせる形で、取引の対象が従来のよ
うな商品を代表とする有形のものから、無形
のサービスへと比重を変えつつある点であ
る。サービスは複数のものを組み合わせるこ
とが容易であるため、取引が複雑になること
も多い。さらに、企業間でのアライアンス（提
携）も比較的容易であることから、取引が自社
を超えて第三者と関係することも多い。

これらは企業のビジネスの変化の一例に過
ぎないが、そうしたビジネスの様々な変化を、
投資家をはじめとする企業の利害関係者が把
握をしたいという社会的要請が強まってお
り、それも一つの契機となって、世界的に収益
認識の会計基準の開発につながっているとい
うのが、現状の正しい理解といえるのではな
いだろうか。

資本市場を支えるインフラとしての会計監査

このように、新たな収益認識の会計基準の
導入は、会計基準が経済の健全な発展を後押

しする社会的なインフラであることを改めて
認識する契機となるが、それと同時にまた、会
計監査も資本市場を支える重要なインフラで
あることを気づかせる。

新たな収益認識の会計基準には、複数要素
取引の処理をはじめとして、多くの場面で見
積りを行うという特徴がある。経済が成長・複
雑化・成熟化するにつれて、企業が直面する不
確実性やリスクは変化し、その将来は不透明
になっていくが、見積りは、そうした不確実性
やリスクを財務数値にできるだけ反映させる
ことをその目的の1つとしている。企業の実態
を最も知っており、すべての情報にアクセス
する経営者が行う見積りこそが、そうした状
況下における財務数値の有用性を確保するた
めに最も重要なものであろう。

いうまでもなく、損益計算書のトップライ
ンである収益認識に関する財務数値は、投資
家をはじめとする企業の利害関係者にとって
特に重要なものである。そして、その財務数値
が、複雑化する企業のビジネスの変化などを
反映させるために見積りの要素を強めざるを
得ないとすれば、見積りが本質的に主観性を
内在するものであっても、財務報告に不可欠
であることは明らかであろう。

そうした経営者の主観性を大きく内在する
財務数値が資本市場で求められる状況下で
は、経営者とは異なり、企業の情報へのアクセ
スが制限されている投資家などに対して、財
務数値の信頼性を会計監査によって一定水準
で担保する必要性がいっそう高まるであろう。

わが国で新しい収益認識の会計基準が導入
されることで、改めて社会的インフラである
会計基準と会計監査の重要性に焦点があてら
れる。会計監査のキープレイヤーである監査
法人・公認会計士に対する期待も益々大きく
なることが予想されるが、我々監査法人は社
会的インフラの一端を担う者として、そうし
た社会的な期待に十分に応える必要があるこ
とをこれまで以上に意識しなければならない
だろう。

《企業経営と会計・監査シリーズ 第20回》〜連載〜

「事業環境・ビジネスの変化と
　　　　　　　　　会計基準」
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 　坂口　和宏富士通株式会社 財務経理本部経理部財務企画部 マネージャー
ASBJ 収益認識専門委員会 専門委員・IFRS適用課題対応専門委員会 専門委員

IFRS第15号は2014年5月に国際会計基準
審議会（IASB）から公表された会計基準であ
り、2018年1月1日 以 後 開 始 す る 事 業 年 度

（2018年度）から適用される。米国で同時に公
表されたASC Topic 606「顧客との契約から
生じる収益」ともほぼ同様の内容となってお
り、わが国でもIFRS第15号と同等の基準の開
発が進められている。

本誌第14号と第15号でIFRS第15号の概要
と想定される実務への影響を解説したが、事
例のひとつとして、適用に向けた当社の取組
み（初期・中期・後期）を2回に分けて紹介した
い。

初期

・経理部門による基準の理解
・自社への影響を見積り、監査法人と確認
・�経営層への説明
・外部コンサル活用の検討
・事業部・管理部門への説明、協力依頼

中期
・影響調査の実施、分析
・ワークショップの開催
・ポジションペーパーの作成
・システム改修の検討

後期
・影響額の集約と移行措置の検討
・グループポリシーの展開
・�会計方針の変更に関するオーソライズ
（経営会議等）

1. 初期（半年程度）

①　経理部門による基準の理解
IFRS第15号 は 改 訂 前 の 基 準（IAS第18号

「収益」、IAS第11号「工事契約」など）と比較し
て収益認識に関する概念が整理されている
が、その分、表現が難解になっている。した

IFRS第15号の35項（c）には「企業が他に転
用できる資産を創出せず」とある。意味は理
解できるが、この要件を自社のビジネスと
どう関連付けるかがキーとなる。当社の場
合、顧客の仕様に基づいて開発するソフト
ウェアやシステムは、いわばカスタマイズ
品であり、容易に他に転用できるものでは
ないため、一定期間の要件を満たす（結果と
して従前と同じ工事進行基準が継続でき
る）と説明した。
なお、会計基準の文言は厳密なデュープロ

セスを経て決定されたものであり、意訳しす
ぎてしまうと、規則から外れる会計処理を行
うことになりかねない。そこで、上記のように
かみ砕いた表現を事業部門へ展開する際は、
規則の文言と併記することと、監査法人と適
宜確認することをお勧めする。
②　自社への影響を見積り、監査法人と確認

本社でIFRS第15号の概要を理解したら、自
社のビジネスに影響がありそうな論点を識別
した上で、一覧表などにまとめ、監査法人と確
認する。IFRS第15号でカバーされる収益の論
点は膨大であり、すべての論点を同じ深度で
検討することは非効率であるため、論点を
絞った上で影響調査に移ることが良いと考え
られる。
③　経営層への説明

この段階では適用影響に関する具体的な報
告はできないが、基準が改訂された背景や、そ
の改訂によって自社にどのような影響があり
うるのかを伝える。改訂の背景としては、改訂
前 は 複 数 の 基 準（IAS第18号、IAS第11号 な
ど）がそれぞれ異なる原則を有していたため
複雑な取引への適用が困難であったことや、
複数要素から構成される取引に対するガイダ
ンスが限定的であったこと、財とサービスと
の間に明確な区別がないため同じ内容の取引
に異なる会計処理が適用されていたこと（例：
不動産建設において、サービスとして会計処
理する場合と財として会計処理する場合が混
在）などがあろう。また、初期の検討において
あぶり出された論点を伝えた上で、今後それ
らを重点的に検討していく旨を報告する。当
社においては、複数要素から構成される取引
における履行義務の識別と価格配分、契約変
更の処理、変動対価の見積りなどが該当する
論点であった。

《IFRSワンポイント・レッスン 第9回》～連載～

「IFRS新基準導入の実務　IFRS第15号
　  『顧客との契約から生じる収益』①」

IFRS第15号は、損益計算書のトップラインである売上の金額や計上のタイミングを決定する重
要な基準である。検討にあたっては、IFRS第15号の難解な表現を本社で咀嚼した上で社内の関連
部門を巻き込んでいくことが必要である。

〜ワンポイント〜

1997年富士通入社。海外子会社の事業管理を経
て、2002年から2005年まで米国駐在。帰国後、
IFRS推進室にて全社IFRS適用プロジェクトに従
事。2010年企業会計基準委員会（ASBJ）へ出向。
2012年英国の国際会計基準審議会（IASB）へ出
向し、主にIFRS解釈指針委員会の案件を担当。現
在、財務会計制度全般（法令開示やグループ・ファ
イナンス・ポリシーの運用など）に従事。

【筆者略歴】

がって、基準の文言をそのまま現場に持って
いくのではなく、経理部門、特に本社で内容を
理解し、十分に咀嚼してから事業部門へ展開
することがポイントになる。当社では、このあ
たりの本社での整理に数カ月をかけたが、例
えば次のような工夫を行った。

●「支配の移転」
�IFRS第15号では財又はサービスに対する

「支配」が顧客へ移転した時点で売上を計上
することとなるが、社内で説明する際は、意
図的に「支配」という言葉を使わないように
した。支配というとパワーやコントロール
といった連結基準の発想になり、「物やサー
ビスの支配」が意味するところの理解が難
しい。したがって、「顧客と契約で約束した
ことを達成した時点で売上を計上する」と
いうように、咀嚼して展開した。

●「履行義務」
�「履行義務」はIFRS第15号のキーワードの
ひとつであるが、日常で使う言葉ではない
ため、「履行義務」とは「顧客と契約で決めた
約束」であり、それをいつ達成して、いつ売
上を上げるかという話であると噛み砕いて
説明した。

●「一定期間の要件」
�IFRS第15号では、履行義務が一定期間にわ
たって充足されるのか、一時点で充足され
るのかを考えなければならないが、特に一
定期間の要件の文言が難しい。例えば、

この段階で経営層へ報告するもう１つの目
的は、今後社内展開を進める上での了承を得
ることである。収益の話は経理だけではなく
事業部門や営業部門など組織横断的に展開し
ていく必要があるため、今後の進め方などに
ついて了承を得ておくと、その後社内で動き
やすくなると考えられる。
④　外部コンサル活用の検討

IFRS第15号の検討においては、現行処理の
確認や契約書のレビュー、それらの結果を踏
まえた上でのポジションペーパーの作成、グ
ループ・ファイナンス・ポリシーへの落とし込
みなど、多くの作業が必要となるため、一部の
作業を外部コンサルに委託することも考えら
れる。また、そういった作業だけではなく、プ
ロジェクトの進め方に関するアドバイスや自
社が属する業界におけるIFRS第15号適用の
留意点など、有用なインプットを得られる可
能性がある。
⑤　事業部門・管理部門への説明、協力依頼

今後本格的な影響調査を行うにあたり、ま
ずは事業部門へ協力依頼を行う。基準の概要
や背景など、経営層に説明したポイントを共
有した上で、「今後こういうところは詳しく話
を聞いたり、契約書を出してもらったり、必要
に応じて現場の人の話を聞いたりといったこ
とが必要になってくるので、工数をとって欲
しい」などと伝える。

IFRS第15号を検討する過程では売上に関
する社内の管理規定を参照する必要も出てく
る。また、適用によって売上の計上方法が変わ
る場合、それら規定類も合わせて見直さなけ
ればならない可能性がある。さらに、売上は営
業評価と連動しているため、売上のタイミン
グが変わると営業評価にも影響する。した
がって、管理部門と事前に話をしておくこと
によって今後の検討をスムースに進められる
と考えられる。

（注）本記事は『企業会計』2018年3月号82－89頁初出の内容を元に執筆
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 　伊藤　雄二税理士法人フェアコンサルティング パートナー 税理士

　本号では、前号で取り上げた税制改正要望等が改正事項として集約された昨年12月公表の「平成30
年度自民党税制改正大綱」において示された税制改正案のうち、国際課税に関する主要改正事項につい
て説明します。なお、表中のコメントは筆者の私見ですのでご留意ください。また、次号では、国際課税
以外の改正事項のうち主要なものについて説明する予定です。

1. 恒久的施設（Permanent  Establishment :PE）の見直し
（1） PE認定の人為的回避防止措置の導入

　海外に進出した企業がその進出先国にあるPEを通じて事業活動を行う場合、その事業活動から生
じる収益はその進出先国の課税権に服することになっています。今回、PE認定の人為的回避を防止す
るための国際的スタンダードに合わせ、以下の措置を講じる改正案が示されました。

項目 現行法令 改正案
支店PE 以下の場所はPEに該当しないこととされています。

①�　非居住者等が、その資産を購入する業務のためにのみ
使用する一定の場所

②�　非居住者等が、その資産を保管するためにのみ使用す
る一定の場所

③�　非居住者等が、広告、宣伝、情報の提供、市場調査、基礎
的研究その他その事業の遂行にとって補助的な機能を
有する事業上の活動を行うためにのみ使用する一定の
場所

　非居住者又は外国法人（以下「非居住者等」）が保管、展示、引渡
しその他の特定の活動を行うことのみを目的として使用する事
業を行う一定の場所は、PEに該当しないものとする。その場合、そ
の活動は非居住者等の事業の遂行にとって準備的又は補助的な
機能を有するものである場合に限るものとする。

【コメント】
　裏返せば、その活動が準備的又は補助的な機能を超える機能を
有する場合には、PEに該当することになるので留意しなければな
りません。

代理人PE 代理人PEは、次のように分類される。
①　常習代理人（同業者代理人を含む）
②　在庫保有代理人
③　注文取得代理人

　代理人PEの範囲に次のものを加える。
　国内において、非居住者等のためにその事業に関し反復して契
約を締結し、又は一定の契約の締結のために反復して主要な役割
を果たす者で、これらの契約が非居住者等の資産の所有権の移転
等に関する契約である場合におけるその者

【コメント】
　これは、自己の名において契約を締結するために従来代理人
PEに当たらないとされてきたいわゆるコミッショネア（問屋）ス
キームへの対抗措置であるBEPS行動計画7の内容を反映した改
正であり、今後同スキームを用いている企業は取引形態等につい
て変更を迫られることとなるものと思われます。

（独立代理人） その業務を、非居住者等に対し独立して行い、かつ、通常の
方法により行う場合における者は、独立代理人として代理
人PEから除外するものと規定。

　独立代理人の範囲から、専ら又は主として1又は2以上の自己と
密接に関連する者に代わって行動する者を除くものとする。

【コメント】
　ここでいう「密接に関連する者」とは、その個人又は法人との間
に直接・間接の持分割合50%超の関係その他の支配・被支配の関
係にある者をいうこととされています。このような密接関連者
は、そもそも独立代理人足りえないという考え方です。

建設PE 建設、据付け、組立てその他の作業又はその作業の指揮監
督の役務の提供で一年を超えて行われるものがPEに該当
する旨規定。

　契約を分割して建設工事等の期間を1年以下とすることにより
建設PEを構成しないことがその契約の分割の主たる目的の一つ
であった場合には、分割された期間を合計して判定することとす
る。

【コメント】
　この改正案により、特殊な契約を締結することによって人為的
にPE認定を回避しようとするスキームを否定することが可能と
なります。

（2） 租税条約上のPEの定義と異なる場合の調整規定等の整備
　我が国が締結した租税条約において、国内法上のPEと異なる定めがある場合には、その租税条約の
適用を受ける非居住者等については、その租税条約上のPEを国内法上のPEとする改正案が示されて
います。

項目 現行法令 改正案
支店PE 　非居住者等の国内にある支店、工場その他事業を行う一

定の場所で政令で定めるものと定義。
　非居住者等の国内にある支店、事務所等その他事業を行う一定
の場所に改める。

【コメント】
　これには、事業を行う一定の場所は原則としてPEになるという
ことを明記する意図があると思われます。

建設PE 　非居住者等の国内にある建設作業場（非居住者等が国内
において建設作業等（建設、据付け、組立てその他の作業又
はその作業の指揮監督の役務の提供で一年を超えて行わ
れるものをいう。）を行う場所をいい、当該非居住者等の国
内における当該建設作業等を含む。）と規定。

　建設PEを構成する場所を、国内にある建設工事を行う場所等
に限定する。

【コメント】
　わが国が締結する租税条約ではPEに該当しないこととされる

「建設作業等」を国内法でPEに該当するとしていたため、これを租
税条約の規定と一致させるため、PEから除外することとしたもの
です。

代理人PE 　常習代理人（同業者代理人含む）、在庫保有代理人、注文
取得代理人について規定。

　在庫保有代理人及び注文所得代理人の定義に関する規定を削
除するとともに、同業者代理人に関する措置を廃止する等の措置
を講じる。

【コメント】
　伝統的な代理人PEの区分をやめ、現状に即したかたちで代理
人PEを再定義することとしたものと思われます。

上記の改正案では、平成31年度分以後の所得税及び平成31年1月1日以後に開始する事業年度に係る法
人税について適用されることになっています。

2. 外国子会社合算税制等の見直し　～一定の株式譲渡益の適用対象金額からの除外～
　前号Ｐ９「外国子会社合算税制（タックスヘイヴン税制）の見直し」の改正要望が、本改正案において
具体化されました。
　すなわち、特定外国関係会社又は対象外国関係会社が、外国関係会社に該当することとなった外国法
人の統合に関する基本方針及び統合に伴う組織再編の実施方法等を記載した計画書に基づいて、一定
の期間内に、その有する対象株式等を当該特定外国関係会社等に係る内国法人又は他の外国関係会社

（特定外国関係会社等に該当するものを除く）に譲渡をした場合において、その譲渡の日から2年以内に
当該譲渡をした特定外国関係会社等の解散が見込まれること等の要件を満たすときは、その対象株式
等の譲渡による利益の額を、当該譲渡をした特定外国関係会社等の適用対象金額の計算上控除する旨
の改正が提案されています。

【コメント】
　この改正が実現すると、軽課税国に所在するペーパー法人A社に生じるB社株式の譲渡益は、一定の
要件を満たす限りにおいてA社の適用対象金額に取り込まなくてよいこととなります。
　これは、海外企業買収後の、いわゆるポストマージャ―インテグレーション（PMI）における係る株式
の譲渡に伴って生じる譲渡益の適用対象金額からの控除を企図する改正案で、海外企業の買収を行う
内国法人Ｘ社にとって外国子会社合算税制が一定の配慮を示すものとなっています。
　なお、改正案では、平成30年4月1日から平成32年3月31日までの間に開始する各事業年度について
は、対象株式の譲渡期間を特定関係発生日から5年以内とすることにしています。

買収対象
外国会社A社
株主

A社 A社 A社

B社 B社

C社
買収対象
外国会社A社
株主

②B株式譲渡

①買収対価

①A社株式

買収対象
外国会社A社
株主

ここでいう譲渡とは、特定関係発生日から原則として特定関係発生日以後2年を経過する日までの期間内の日を含む各事業年度の譲渡とする
（特定外国関係会社等の平成30年4月1日から平成32年3月31日までの間に開始する各事業年度については5年を経過する日まで）。

A社に発生するB社
株式譲渡益は、適用
対象金額から控除し
てX社の所得に合算

《最新税務事例の解説 第9回》～連載～

「平成30年度税制改正案について
　　　　　　　　（国際課税関係）」

東京国税局調査部において調査部調査審理課主査、国際税務専門官及び移転価格担当課長補佐を経験。ま
た、国税庁では、海外取引調査担当主査として国際課税の執行に係る企画・立案を担当。税務大学校研究部教
授を最後に退官。現在は、税理士として移転価格課税等の国際課税案件を中心に担当。

【筆者略歴】
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《IFRS財団の最新活動情報》

「IFRS財団アジア・オセアニアオフィス
の最近の活動」

　竹村　光広IFRS財団アジア・オセアニアオフィス ディレクター

中国杭州出張

平成29年11月27日から30日に中華人民共
和国杭州市に出張し、日中韓三カ国会計基準
設定主体会議及びアジア・オセアニア会計基
準設定主体グループ（AOSSG）の年次総会に
出席しました。

27日に開催された日中韓三カ国会計基準設
定主体会議では、中華人民共和国財政部会計
司司長のYibin Gao氏による開会の挨拶に続
き、日本、韓国、中国、香港、マカオの順に、各国
又は各地域における会計基準の開発及び適用
の状況が報告されました。その後のテクニカ
ル・セッションでは、各国における会計基準適
用上の問題点と、その検討状況についてディ
スカションが行われました。日本からは、企業
会計基準委員会（ASBJ）がIFRS第15号「顧客
との契約から生じる収益」を適用する上で生
じる実務上の問題について日本における検討
状況を説明し、また、のれんに関してASBJが
実施したリサーチ結果の報告を行い、それぞ
れについて参加国との意見交換を行いまし
た。

韓国からは、韓国会計基準委員会（KASB）
が実施したIFRS第13号「公正価値測定」の適
用 後 レ ビ ュ ー の 結 果 が 報 告 さ れ ま し た。
KASBは、IASBが実施しているIFRS第13号
の適用後レビューのタイミングにあわせて、
他国と経験共有をする目的で、IFRS第13号の
適用に関する学術文献レビュー、韓国におけ
る上場企業の公正価値に関する開示例の検
討、会計処理方法の不統一に関するアンケー
ト調査および関係者へのインタビューを実施
しました。これらの手続きの結果、KASBは、

IFRS第13号が公正価値に関する財務情報を
改善するという当初の目的を達成したと結論
しています。その一方で、公正価値の見積りに
当初想定していたよりも多くのコストがか
かっていること、公正価値の見積りに裁量が
入りやすいことで財務情報の有用性が損なわ
れているケースがあること、レベル3の感応度
分析や期首残高から期末残高への調整表に関
する財務諸表利用者の理解度が低いことな
ど、いくつかの課題を指摘しました。

最後に中国から、新しい保険会計の導入に
関する報告が行われました。中国では、2009
年に新保険会計が導入されており、既に保険
債務が現在価値で測定されています。しかし、
この中国の保険会計基準はIFRS第17号「保険
契約」と全く同じではありません。中国会計准
則委員会のリードで、参加各国の国内基準と
IFRS第17号との違い、IFRS第17号を適用す
る上での課題、それらに対する意見について
活発な議論が行われました。

28日には、AOSSGのワーキンググループ
会議が開催されました。今回のワーキンググ
ループ会議では、テクニカルトピックとして

「資本の特徴を持つ金融商品」と「共通支配下
の企業結合」の2つが取り上げられました。ま
た、昨 年5月 にIASBが 公 表 し たIFRS第17号

「保険契約」の教育セッションも行われまし
た。IFRS第17号「保険契約」の教育セッション
では、IASBで保険プロジェクトを担当する
Joanna Yeohが登壇し、新しい保険会計の基
本的なアプローチ、IFRS第9号との関係、直接
連動の有配当契約に対する変動手数料アプ
ローチなど、IFRS第17号の主要な要求事項を
説明しました。このセッションの参加者は主

に会計基準設定主体のメンバーですが、保険
会計を担当していないメンバーもいましたの
で、そのようなメンバーにとってIFRS第17号
をキャッチアップするたいへん良い機会とな
りました。保険会計に関する質疑応答は、教育
セッションの後のコーヒーブレークでも続
き、参加者の興味の高さが伺えました。

11月29日と30日にAOSSGの年次総会が
開催されました。今回の年次総会では、冒頭、
AOSSGの議長国が韓国から中国に交代した
ことに伴い、中華人民共和国財政部会計司司
長のYibin Gao氏から就任の挨拶がありまし
た。また、それに続いて、副議長の承認手続き
が行われ、インド勅許会計士協会会計基準委
員会のZaware委員長がAOSSGの副議長に
任命されました。AOSSG年次総会では、IASB
のテクニカル・アップデートに続いて、参加各
国から、自国での会計基準設定の状況報告と、
いくつかのテクニカルトピックに関するプレ
ゼンテーションが行われました。各国の適用
状況の報告では、インド、スリランカ、タイ及
び日本が、自国での会計基準の開発状況につ
いてプレゼンテーションを行いました。テク
ニカルトピックに関するプレゼンテーション
では、オーストラリアが金融商品の開示につ
いて、中国が概念フレームワークにおける表
示と開示について、韓国が基本財務諸表プロ
ジェクトについて、香港が共通支配下の企業
結合について、マレーシアが中小企業会計と
イスラム金融について、そして日本と中国が
IFRS適用上の実務問題について発表し、それ
ぞれのトピックについて参加国と意見交換し
ました。最後に、翌年のAOSSG年次総会をシ
ンガポールで開催することを決定し、中国杭
州でのAOSSG年次総会が閉会しました。

AFAカウンシル会議

平成29年12月8日から11日にかけて、ラオ
スのビエンチャンでアセアン会計士連盟

（AFA）及び世界銀行関連のイベントが開催さ
れました。IASBからは、アジア・オセアニアオ

フィスのアレンジで鶯地隆継理事が参加しま
した。

8日に開催されたAFAカンファレンスで
は、IASBの鶯地理事が、中小企業向けIFRS基
準の導入に関するプレゼンテーションを行い
ました。また、ラオスにおけるIFRS基準への
移行をテーマとしたパネルディスカッション
にもパネリストとして登壇しました。

9日にラオス公認会計士監査人会議所主催
で「ラオスIFRSワークショップ」が開催され、
鶯地理事がIFRS第1号「初度適用」、IFRS第9
号「金融商品」、IFRS第15号「顧客との契約か
ら生じる収益」、IFRS第16号「リース」を解説
し、参加者からの質疑に答えました。また、夕
刻にはAFA主催のディナーが開催され、鶯地
理事が、IFRS財団の活動計画を、アセアンに
焦点を当てて説明しました。さらに、IFRS財
団がAFAや世界銀行その他のステークホール
ダーとどのように協力してゆくのかに関する
ディスカションにも参加しました。11日には
世界銀行主催のカンファレンスが開催され、
鶯地理事が、発展途上国におけるIFRS基準適
用のベネフィットに焦点を当てた基調講演を
行うとともに、「IFRS基準適用の経験共有」と
いうテーマで、パネルディスカッションの司
会進行を行いました。鶯地理事は、世界銀行の
カンファレンスの後、ラオスの財務省、中央銀
行、証券委員会、上場企業の代表者等とも面談
しました。

（写真：IOSCOアジア・パシフィックハブにて）
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 　新井　武広一般財団法人会計教育研修機構 理事・事務局長（公認会計士）

　当財団では、前掲の組織運営の在り方検討
プロジェクトチーム報告書のガバナンス改革
や財政面での独り立ちに向けた様々な提言を
踏まえて、定款改正をはじめ、理事会運営規
則、運営委員会規則、実務補習規程などの諸規
則の改正に基づく組織運営面の見直しを図る
とともに、平成29年3月13日の理事会で承認
された平成30年度の事業計画及び予算に基づ
き取り組んでいきます。
　本稿では、平成30年度の事業計画における、
3つの事業（実務補習、CPE運営、会計実務家研
修）の取組みの要点を紹介します。

（1）実務補習

　平成30年度も、平成28年3月にJICPAで取
りまとめられた「実務補習の在り方検討プロ
ジェクトチーム」報告書における実務補習の
充実に関する提言の具現化に向けて取り組む
ことを柱としています。

①アウトプット重視型カリキュラムの充実策
　講義における補習生同士のディスカッショ
ンの機会をより効果的に提供するため、監査
手続の教材に掲載されるケース・スタディに
基づくディスカッションの頻度を増加させる
など、アウトプット重視を意識した教材の再
編を行う。
　また、公認会計士として必要となる能力開
発を目的とし、プレゼンテーション能力を向
上させる新規コンテンツの開発に着手する。

②�現在の試験制度に合致したカリキュラムの
充実策

　2018年期のカリキュラムでの充実策とし
て、退職給付会計に関する講義の新設や経済
学（マクロ経済学）の必修科目化、内部統制関
連科目の内容の整理、第1学年に集中している

職業倫理関連科目の再編を行う。また、冬期宿
泊研修で使用しているビジネスゲームのソフ
トウェアの切り替えの検討を進め、2018年期
からの導入を目指す。

③�テクノロジーやインターネットを活用した
効率的な運営

　東海実務補習所で試験導入しているタブ
レット端末の有効活用や講義実施方法の見直
しについて検討する。

④継続生対策
　3年間の実務補習で修了考査受験要件を満
たさない継続生向けに導入した定額受講制度

（本科継続生制度）の効果測定を行うととも
に、通所負担の軽減と知識の更新を目的とし
た受講形態の導入を目指す。

⑤�実務補習協議会の位置付けの変更に伴う運
営全般の見直し

　定款改正により実務補習協議会が実務補習
に係る業務執行機関と位置づけられることに
伴い、実務補習協議会と全国実務補習所運営
会議（旧4実務補習所運営委員長会議）の役割
分担を明確にし、実務補習所の円滑な運営を
行う。
　また、実務補習規程において「退所」のみが
規定されている懲戒処分について、他の類似
する機関の取扱いも参考にして、懲戒措置の
明確化及び見直しを行う。

⑥実務補習所間の交流
　4実務補習所の実務補習生間の交流の機会
を企画立案し、2018年期での実施を目指す。

（2）CPE運営

　計数管理の徹底による経費削減を図り、効

率的な業務運営に努めるとともに、収益機会
の拡大に努める。

①CPE対象の研修運営業務の受託拡大
　a.�平成29年度からJICPAの各種会議体が企

画する無料の集合研修の受託を開始した
が、受託範囲の拡大（JICPAの関東近県の
地域会等で開催されるCPE対象の研修会
の運営業務）を図る。

　b.�CPE全国研修会は地域会や地区会の約30
会場で行っているが、JICPA会員の利便
性を考慮し、JICPAと相談し、中堅・中小
監査法人の事務所を会場としたCPE全国
研修会の開催を検討する。

②�会計実務家研修プログラムのeラーニング
教材としての提供

　会計実務家研修プログラムのうち、「IFRS
の考え方」（全3回）、「国際財務報告基準基礎講
座」（全10回）、「会計基準実践講座」（全10回）
を引き続き提供するほか、CPE教材として有
益と考えられるものをeラーニング教材とし
て提供する。

（3）会計実務家研修

　平成32年度の黒字化に向けて、魅力ある、質
の高い教育・研修プログラムの提供に努める
とともに、認知度向上のための施策を実施す
ることにより、事業の再構築を進める。

①教育・研修プログラムの充実策
　a.教育・研修プログラム内容の充実
　・�組織運営の在り方検討プロジェクトチー

ム報告書の提言を踏まえ、外部の有識者
をフェローとして迎え、教育・研修プログ
ラムの計画や評価を適切に行っていく。

　・�会計、税務、経営管理に関する体系的な教
育プログラムについては、平成29年度の実
施状況を踏まえて開催回数やプログラム
内容の見直しを行い、更なる充実を図る。

　・�取締役や監査役などの役員、新規上場会社
のCFOを対象としたセミナーを実施する。

　・�JICPAのCPE協議会、組織内会計士協議
会、社外役員ネットワーク、地域会等と連携
してワンストップ・セミナーや最新トピッ
クセミナーのプログラムの充実を図る。

　b.�税理士会が実施しているCPEの認定研修
への働きかけ

　・�JICPAと連携して、各地域の税理士会の
CPE認定研修の対象となるように働きか
ける。

　c.会員の利便性向上の取組み
　・�平成28年11月から導入したライブ配信、

録画配信に加え、各地域の受講者のニー
ズを踏まえて、一部のセミナーをオンデ
マンドで受講できるeラーニングを実施
する。

②会員の増強等の収益増強計画
　a.認知度のアップのための施策
　・�各地の証券取引所、経済団体、JICPA地域

会に後援や開催案内の配信等で協力を得
て、非会員に対する無料招待による受講
体験の機会を設け、引き続き、会計実務家
研修の認知度の向上に努める。

　b.上場会社や個人の会員増加に注力
　・�セミナーの非会員参加者を中心に東京地

区の上場会社、中小監査法人、税理士法人
等に積極的に勧誘を行うほか、eラーニン
グの導入を契機にして、大阪、名古屋等の
地区においても勧誘活動を行っていく。

　・�実務補習生会員について、入会金、年会費
の見直しの検討を行う。

　c.新たな受講料システムの導入
　・�eラーニングの導入に伴い、会員加入以外

の方法でセミナーを継続して受講できる
仕組みを設ける。

　・�研修参加者や講師等を交えた意見交換や
懇談会などの交流の場を設けることも検
討する。

　以上が平成30年度事業計画の概要である
が、ガバナンス改革及び事業計画を着実に実
施するとともに、JICPA、東京証券取引所をは
じめとする各地の証券取引所、日本経済団体
連合会をはじめとする各地の経済団体、日本
証券アナリスト協会、日本監査役協会、会計大
学院協会等と連携を図り、我が国の会計人材
の育成・会計リテラシーの向上に取り組んで
いきます。ご理解とご協力のほど、宜しくお願
い致します。

「平成30年度の事業計画」の概要
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実務補習について
実務補習は、公認会計士法に定められた制度であり、公認会計士試験合格者に対して、原則として3年間にわたり、公

認会計士となるために必要な知識と技能を習得させるために行われるものです。公認会計士登録のためには、公認会計
士試験の合格、実務経験とともに実務補習の修了が要件とされており、当機構は平成21年11月に金融庁から認可を受
け、全国で実務補習の運営を行っております。

昨年11月の公認会計士試験合格発表後、同月下旬から12月にかけて全国の実務補習所及び支所において開催された
「入所ガイダンス」及び「入所式」を経て、2017年期補習生として「1,214名」の新入所生を迎えることとなりました。

1月より本格的に講義が開始され、3月末まで前期日程が実施されます。
新入所生である第1学年（J1）では、監査手続を中心とした講義を実施し、2月下旬には全国の実務補習所で1泊2日の

冬期宿泊研修を実施しました。宿泊研修では「ビジネスゲーム」を実施し、3名～4名で編成された各社が割り振られた市
場の中で業績を競うことを通じ、企業経営における意思決定を体験し、各種経営指標の活用や財務諸表の読み方の理解
を深めました。　　

また、東京実務補習所では、一部日程を除き冬期宿泊研修とあわせて工場見学を実施しており、「JFEスチール株式会
社東日本製鉄所」を訪問し、製鉄の概略説明を受け、監査現場において着目すべき事項の理解を深めました。

第2学年（J2）では監査意見や内部統制といったテーマでの講義及びゼミナールを実施するとともに、特別講義とし
て、各実務補習所所在地の証券取引所等から講師をお招きし、コーポレート・ガバナンスやIFRS適用における証券市場
の最近の動きなど、株式上場制度に関する最新トピックをご講演いただきました。

第3学年（J3）では、職業専門家として不正を見抜く力を養うことを目的とし、日本公認会計士協会の協力を得て、ケー
ススタディ及びチームディスカッションを通して、不正による重要な虚偽表示を見逃さないために監査人が留意すべ
きポイントを学ぶ講義を全国で実施しました。また、実務補習における倫理教育の充実の一環として、廣本敏郎公認会
計士・監査審査会会長を講師にお招きし、会計プロフェッションとしての使命を再度強く認識させることを目的とした
特別講義「公認会計士の使命　～国際社会の期待に応えるために～」を「必修科目」として実施を予定しています。その
ほか、株式会社経営共創基盤の冨山和彦CEOをお招きし、数々の企業再生に携わってきた強力なリーダーシップを
持った経営者の視点から、これからの会計プロフェッションに何が必要なのかをご講義いただく予定です。

3月には、前期実施の各講義科目の理解度を測るため、各学年を対象とした前期日程の考査を実施予定です。その後、
監査繁忙期となる4月から5月中旬にかけ休止となり、5月中旬より後期日程が再開されます。

実務補習生の実績推移（各年期3月末、2017年期は2017年2月1日現在）� （人）
2009年期 2010年期 2011年期 2012年期 2013年期 2014年期 2015年期 2016年期 2017年期

全国（J1） 7,087
（1,918）

6,320
（1,902）

5,016
（1,443）

4,471
（1,311）

3,799
（1,153）

3,459
（1,088）

3,195
（1,039）

3,097
（1,096）

3,210
（1,214）

　　※第1学年（J1）から第3学年（J3）までの人数である。

（参考：2017年期内訳）各実務補習所の学年別実務補習生数（平成30年2月1日現在）� （人）
J1（2016年期） J2（2015年期） J3（2014年期） ［合計］

東京実務補習所（支所を含む） 907 786 693 ［2,386］
東海実務補習所 70 54 51 ［175］
近畿実務補習所 206 193 164 ［563］
九州実務補習所 31 24 31 ［86］

［合計］ ［1,214］ ［1,057］ ［939］ ［3,210］
（実務補習グループ：松藤）

継続的専門研修について
公認会計士としての資質の維持・向上及び公認会計士の監査環境等の変化への適応を支援するために、日本公認会計

士協会（以下「協会」という。）の会員には、継続的専門研修制度（CPE=Continuing Professional Education、以下
「CPE研修」という）が公認会計士法に基づき義務付けております。

当機構は、このCPE研修を協会と共同開催しており、主に運営面を担当しております。具体的には、研修会参加申込み
の受付、講師との連絡及び調整、研修会当日の会場運営及び参加者の受付事務を行い、後日、研修参加者への参加料の請
求事務を行っております。また、CPE研修会をeラーニング教材としての販売（制作から配信、購入者への購入代金請求
事務）や集合研修CD-ROM教材の販売（申込みの受付から制作、配送、購入者への代金請求事務）を行っております。

また、平成29年４月からCPE研修会の共同開催の適用範囲を広げ、協会の各種会議体（税務業務部会、組織内会計士
協議会、中小監査事務所連絡協議会、社外役員会計士協議会、女性会計士活躍推進協議会）が企画している集合研修の運
営面も担当することになりました。

JFAEL３つの事業の活動報告 Ⅰ　平成29年11月から平成30年２月に開催した主なCPE研修会
＜倫理＞
　・倫理規則改正に向けた動向について-違法行為への対応及びローテーション-
　・公認会計士社外役員としての基本姿勢と心構え（社外役員会計士協議会）
　・「公認会計士制度に対する社会の期待と日本公認会計士協会が果たすべき役割」
　・�公認会計士業務における情報セキュリティ及び会員事務所が利用する外部委託先に係るセキュリティの考え方に

ついて
　・�パートナーローテーション規定に関する「独立性に関する指針」等の改正を中心とした解説（中小監査事務所連絡協

議会）

＜会計＞
　・企業の長期的価値を高める業績連動型報酬（新しい株式報酬を中心に）（組織内会計士協議会）
　・社会福祉法改正後の実務から見る留意点
　・�社会福祉法人改革で期待される公認会計士等の会計監査及び支援業務等～会計基準の省令化及び制度改革におい

て高まる公認会計士の役割～

＜監査＞
　・監査業務にかかる審査について
　・監査の品質管理の実務～リスク評価及びリスク対応以外の監査行為に係る改善事例～
　・監査提言集の解説～「財務報告に係る内部統制の監査」ほか～
　・監査報告書の長文化の動向
　・ガス小売全面自由化を受けた制度改正と監査対応について

＜税務＞
　・「税理士法違反となる行為について」（税務業務部会）
　・「法人税法22条の公正処理基準と企業会計の基準」
　・�組織内会計士のための国際税務～国際税制の基本事項からタックスヘイブン調査対応・移転価格文書化まで～（組

織内会計士協議会）
　・「医療法人の税務」
　・平成29年度　役員給与税制の改正について

＜コンサルティング＞
　・金融機関の再チャレンジ支援と事業承継支援の取組みについて（組織内会計士協議会）
　・「若手会計士の働き方」～組織内会計士と監査法人勤務の違い～（組織内会計士協議会）
　・事業承継専門部会研修　実務編　事業承継マニュアル改訂版の解説と支援実務の極意を伝授
　・会計士が知っておくべきPPAにかかる無形資産評価の実務（組織内会計士協議会）
　・三種類の統治形態と社外役員の役割・責任

＜技術（スキル）＞
　・「リスタート応援研修①女性会計士の復職に向けたマインドセット」（女性会計士活躍促進協議会）
　・�「リスタート応援研修②女性会計士の働き方を考える～組織内?取締役？それとも開業？～」（女性会計士活躍促進

協議会）
　・人間とエラー
　・�次世代ITシリーズ　第一弾 次世代IT技術（AI，RPA，フィンテック等）で経理財務部門が変わる～「プロセス」と「ヒ

ト」は何が変わればいいのか～（組織内会計士協議会）
　・次世代ITシリーズ　第二弾フィンテックをめぐる最新動向～経済社会へのインパクト～（組織内会計士協議会）

Ⅱ　CPE研修会の分野別の開催実績（平成29年４月～平成30年２月）� （回）
倫理等 会　計 監　査 税　務 コンサルティング 技術（スキル） ［合　計］

13 14 44 46 17 11 ［145］

（参考）平成28年度のCPE研修会の分野別の開催実績（平成28年4月から平成29年3月）� （回）
倫理等 会　計 監　査 税　務 コンサルティング 技術（スキル） ［合　計］

14 10 37 52 15 0 ［128］
※本分類は「CPEカリキュラム一覧表」に基づく分類です。� （継続的専門研修グループ：小久保）
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